



















工場管理(Plant Management)、人材育成(Personnel Training)、生産マネジメント(Production 
Management)、工場診診(Plant Diagnosis)、5S(5S) 
1. はじめに －これまでの経緯 
 北九州市とハイフォン市 1)は 2009 年 4 月、「友好･協力関係に関する協定書」を締結し、
その一環として経済交流事業を推進することになった。この経済交流事業は 2009 年 7 月か









































































































































2011 年度は教員 5 名を招聘し、8 月 2 日から 13 日の 2 週間、実施した（表 2）。実施の
結果、概ね良好な評価を得たものの、演習や工場見学といった実践編の時間を長くして欲



























































表 2. 研修カリキュラム(2011 年度実績) 表 3. 研修カリキュラム(2013 年度実績) 







2011 年夏の研修（表 2）を受講した教員が中心になって、2012 年 2 月 7 日～4 月 5 日の
間、電気科（40 名）と機械科（25 名）の 2 年生を対象にパイロット講義（45 コマ、36 時
間）を実施した（写真 1）。当初、在校生への講義は 2012 年春以降を予定していたので、
計画よりも数か月前倒しで実施されたことになる。





 地元企業の従業員を対象にした研修は、2013 年 4 月･5 月にパイロット研修として開始さ
れた（写真 2）。平日の日中は業務の関係で受講が困難であるため、毎週土曜日に行うこと











2013 年 10 月に第二回目の研修を行い、さらに改善を加えたのち、2014 年度以降、年 2 回
開催することになり、定例化の目途が立った。




























 初年度（2011 年度）、4 月に相談窓口を HPIVC 内に開設（写真 3）し、7 月に利活用促進








図 3. 工場診断の流れ 
図 4. 工場診断の三層構造 
48
9 















そこで 2012 年初頭より、「5S の導入」を
重点的に進めることにした。
2012 年度は 5S を中心に延べ 24 社の企業に対して工場診断を行った。幸い、多くの企業
が 5S に関心を示し、当地において一種のブームになり、診断のオファーが相次いだ。導
入指導の結果、企業は 3 つのカテゴリーに大別された。一つ目は 5S を導入後、1 年以上経
過し、3S（整理･整頓･清掃）が行き届き、さらに社員を啓発するための標語や看板（写真
5）が至るところに掲示され、工場内が見違えるほど綺麗になった企業である。二つ目は
5S 導入後、2～3 ヵ月が経過し、社長の号令の下、5S 推進委員会を設置され、2S（整理･
整頓）が順調に進められている企業である。3 つ目は 5S を導入したいがどうしたらよいか
分からない、また一歩踏み出せない企業である。
このように 2012 年初頭から重点的に開始した 5S の導入は一定の成果を上げることがで








習場が見違えるほど綺麗になった（写真 6）他、これら教員が活動を通じて 5S を正しく理
写真 3. 相談窓口内部 













































1) ハイフォン市はベトナムの首都ハノイの東方約 110km に位置する人口約 190 万人（全














管理、品質管理、原価管理、5S や IE といった改善手法などがある。
5) HPIVC は 1961 年に設立されたハイフォン市最大の職業教育機関である。主たる教育分
野は機械、電気電子、会計であり、約 3,500 名の学生が学び、約 150 名の教員が教鞭を
とっている。これまでに 42,000 名を超える卒業生を輩出し、外資系企業をはじめ、地
域企業の基幹社員として活躍している。2010 年 5 月にはハイフォン市に立地する日系
の「野村ハイフォン工業団地」と協力協定を締結するなど、先端技術動向の収集や在
校生の就職先確保などに積極的に取り組んでいる。
6) 草の根技術協力事業は NGO や地方自治体、大学などが経験や技術を活かして企画した
途上国への協力活動を JICA が支援し、共同で実施する事業である。事業期間：最大 3
年、事業費：最大 3,000 万円／3 年。
7) KITA は発展途上国に対して環境保全や生産性向上に係る人材育成や専門家派遣を行







10) 対象者：電気科･機械科 3 年生後期課程 約 200 名。講義数：60 回（45 分／回）
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